
決 算 報 告

乳幼児医療費の就学前までの無料化
平成 20年１月より通院に対する県から市町村への補助対
象を就学前までに拡充します。戸田市は単独で既に無料化
を実施しておりますが、これにより市の財政負担が減り、
対象年齢の拡充（例えば小学校卒業までなど）に向けた可
能性が増えました。

県 政 報 告

議会定例会一般質問（その3）

なかしまの６月議会一般
質問を受け、公営住宅へ
の暴力団関係者の入居制
限を条例化！

いつまでも住み続けたくなる
夢と希望の溢れる埼玉県を創造 !
子育て真っ最中の
埼玉県議会議員 なかしま 浩一

民主党・無所属の会　県政報告（戸田版）

Vol.3

発行：民主党・無所属の会
「県政調査・IT 何でも相談室」

戸田市喜沢南1ー4ー17ー514
TEL/FAX	 048ー 443ー 8640
携　帯	 090ー 1653ー 7090
e-mail	 Nakashima@arscom.co.jp

http：//kengi.nakashima-kouichi.com/
お気軽にご依頼下さい !

こちらから出向いて相談に応じます。
県民のみなさんの声を寄せてください。

ゆとりとチャンスの埼玉プラン（’ 07〜の 5ヶ年計画）戦略Ⅲ抜粋

プロフィール
1961 年	 富山県出身
1980 年	 県立富山高校卒業
1984 年	 慶應義塾大学卒業
2002 年	 戸田市議会議員（2期）
現職	 総合政策常任委員
	 循環社会対策特別委員
	 エコライフデイ実行委員
	 NPO「まち研究工房」
	 NPO「IT ボランティアの会」
	 戸田第二小学校 PTA会長
	 戸田シティ子ども会会長

地域子育て応援タウンに戸田市が認定
子育てに関する総合支援窓口があり、子育て支援拠点を中学校区に１ヶ所
設置してあること、子育て支援ネットワークの存在が認定理由。

県政ニュース
四方山話し……

部の再編（総合政策部、総務部→企画財政部、総務部、県民生活部）
政策と財政の連携を強化する。政策課題に効果的かつ効率的に対応できる。
県民参加と県民が互いに支え合う社会作りの組織を支援する体制充実。

埼玉県地域振興センター設置
県内９ヶ所（さいたま市を除く）に設置。
戸田市は蕨市、川口市、鳩ヶ谷市とともに南部センターに組入れられる。
現状業務の充実の上、産業振興と雇用の一体化を目的に、現状の地域創造セ
ンターに産業労働センターの機能を併せ持つ。
・市町村の行うまちづくりの財政支援のためにふるさと創造資金の交付、サ
ポーター派遣
・ＮＰＯの設立相談や認証支援、県民相談、防犯・危機管理
・権限移譲に関する市町村との調整

公営住宅へは  
暴力団関係者の
入居制限を

豆腐のあれこれ
盛岡市：購入数 10年間で 9回 1位、平均107丁
（京都の 1.5 倍、最下位の札幌・那覇の 2倍）
毎月 12日を ｢とうふの日 ｣：寄席豆腐を客
の前で作る、給食に 100％大豆の豆腐
久慈や野田から塩→カマスに入れ牛の背に
→雨や湿気を吸ってしたたる水がにがり
→とうふのほのかな塩味
さっぱり豆腐がすきなら、にがりに澄まし粉
豆腐料理：生湯葉刺身、豆腐チーズあげ、豆腐
キムチ団子、豆腐ムース、豆腐田楽、豆腐餃子
豆腐の「腐」の意味：ヨーグルトのように軟ら
かく弾力のある個体
木綿豆腐：凝固剤を加えた豆乳を布をひいた箱
で固め、水分を切る
絹ごし豆腐：濃いめの豆乳を穴のない箱に入れ
てそのまま固める、絹の布は使わない
冬を快適にすごす衣服の工夫
一番下に半袖など状況に応じて着脱しやすい重
ね着を、下から軽い衣服を重ね、一番上に風を
通さない上着を、５枚以上着ると衣服の間に空
気が入らず暖かくならない、上半身・首を保温
すると早く体が温まる

◎がんばれチャレンジ経営
・産学連携支援センター埼玉による産学連携の支援：
　産学共同研究グループ数：67件→目標値 190 件
・研究開発、技術支援、情報提供、販路開拓、人材育成などによる経営
革新に挑戦している経営者への支援
・集落営農の組織化・法人化、農業生産法人の設立支援
　企業的農業経営体の育成数：2,506 →目標値 3,000
・深谷ネギ、狭山茶に続く農産物ブランド化、東アジアを中心とした輸
出などの販売拡大の支援
◎とことん産業集積
・きめ細やかな情報提供やサービスの提供、手続きの迅速化・簡素化な
ど企業誘致活動の実施。創業までの手続き、関連企業とのマッチン
グ、従業員確保などの立地企業に対する支援
　新規企業立地数：200 件
・経営相談、技術開発、資金調達などの起業家･ベンチャー企業支援
　県の総合支援による創業件数：1,000 件
◎圏央道周辺地域の産業活性化の推進
・圏央道周辺地域の民間活力を導入した産業基盤整備、企業誘致活動、
アクセス道路の整備、県民雇用の推進
　圏央道周辺地域産業基盤の整備面積：300 ㌶
　圏央道周辺地域新規企業立地件数：20件
戸田市関連
○補助事業
・埼玉県ふるさと創造資金（緊急重点事業推進枠 10億、うち自主防犯
パトロール支援事業 130（百万円））の活用で補助金 100 万円
　戸田公園駅・赤羽寄り自転車駐輪場に防犯カメラの設置

同一業者継続委託については精査をすべきだ
中島　県の知事部局と教育局で管理する施設のうち、管財課と財務課が把握している契約だ
けで、警備または清掃業務の同一業者に対する継続契約を調査したところ、3年以上同一業
者に委託したものが、知事部局 83%、教育局 93%、5年以上はそれぞれ 80%、88%だった。
専門性を必要としないところでこの数字は多いと考えられる。同じ業者が継続して管理契約
を結んでいる場合には、業者間の調整によりお互いに取り分を侵さないことが慣例になって
いるとも指摘されている。競争性を高め、官民癒着とみられる馴れ合いをなくすためには、
全部局を通じて応札業者、落札率を含めて調査、精査すべきではないか。

知事　落札率が少し下がっても、長期間の同一業者委託は県民の不信感を招き、決して好ま
しくない。地域産業の育成に配慮しつつ、県公共調達改革推進工程表に基づき、早期に一般
競争入札を拡大する。

公共調達改革
1.	1 千万以上の工事は原則一般競争入札とする。段階的に実施し、平成 19 年度 40%、20
年度 70%、21 年度 100%とする。
2.	平成 21 年度から、1千万未満の工事についても一般競争入札の試行を導入。
3.	電子入札を平成 19年 10 月 1日から全面導入する（実施済み）。
4.	平成 20 年度から、庁舎管理等は、原則一般競争入札とする。
5.	平成 20 年度から、物品調達（160 万円超）、印刷の請負（250 万円超）は、原則一般競
争入札とする。
6.	職員等が内部通報のできる窓口として、庁内窓口以外に第 3者（弁護士）による通報窓
口を設置する（実施済み）。
7.	入札談合による指名停止期間を 1年から 2年に延長。

平成18年度決算報告（前面よりつづく）
・県民一人あたり県税負担額：96,316 円、県民一人あたり決算：238,075 円
・歳入歳出差額：102 億が翌年度へ繰越
・自主財源比率：54.7%（7.3 ポイント改善）
　海外販売の輸送用機械製造業の好調、銀行業の回復、定率減税の縮減等
・公債費比率：10.2%（1.2 ポイント改善）…一般財源に占める借金の割合
・県債残高：2兆 9,239 億円（151 億の増、一般会計ベース）
・経常収支比率：92.6%（2.3 ポイント改善）…経常的に支出する経費で 80%を超
えると、投資的経費に充当する財源が少なく財政の弾力性がなくなる。
・人件費比率：49.9%（1.4 ポイント改善）

中島　公営住宅への入居希望者や現在
入居中の住民についても、暴力団かど
うかの情報提供を受けて排除するため
の条例改正をすべきである。警察にお
いても、指定暴力団だけでなく、警
察で把握している全組織の組員（約
41,500 人）を対象とし、積極的に自
治体に対する情報提供を行い、運用面
でも職員が組員に応対する際に警察官
が立ち会うなどの支援を行うべきだ。

都市整備部長　情報提供と立ち退き時
に警察官が立ち会うことなどを警察本
部とも協議しながら、できるだけ早い
時期に仕組みを確立できるよう努めて
いきます。
平成18年度決算報告（前面よりつづく）
・県税収納率：96.0％
・収入未済額（未収）：267 億 13（百万円）〈引続き収納要請、取立てする〉
・不納欠損額（納付されずに時効で債権放棄）：30億46（百万円）〈もう、収納されないお金〉
・平成 18年度当初予算に計上された事業 1,627 のうち 564 事業について、縮小または廃
止し、約 125 億削減


